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～平成27年4月1日以後に開始する事業年度については、以下の点にご注意ください～

【第６号様式上段部分（抜粋）】

【第６号様式下段部分（抜粋）】

口座番号（普通・当座）

資本金の額（又は出資金の額）

支店

円

77

十億 百万 千

銀行

非中小法人等

十億 百万 千 円

法人税法第２条第16号に規定する資本
金等の額又は同条第17号の２に規定する
連結個別資本金等の額（保険業法に規定
する相互会社にあっては、純資産額）

法人税の期末現在の資本金等の額
又 は 連 結 個 別 資 本 金 等 の 額

法人税の当期の確定税額又は
連 結 法 人 税 個 別 帰 属 支 払 額

還
付
請
求

中 間 納 付 額

利 子 割 額

還 付 を 受 け よ う と す る
金 融 機 関 及 び 支 払 方 法

円十億 百万 千

76

Ｄ欄の額に、地方税法23条１項４号の５
に規定する加減算を行った金額

■均等割の税率区分の基準となる　「資本金等の額」

資本金の額及び資本準備金の合算額
（期末のB/Sから転記してください。）

事業種目

期 末 現 在 の 資 本 金 の 額
又 は 出 資 金 の 額
( 解 散 日 現 在 の 資 本 金
の 額 又 は 出 資 金 の 額 )

同上が1億円以下の普通法人のうち中小法人等に該当しないもの

期 末 現 在 の 資 本 金 の 額 及 び
資 本 準 備 金 の 額 の 合 算 額

期 末 現 在 の 資 本 金 等 の 額

円十億 百万 千

千 円十億 百万

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

【注意点】 

◆次のＡ～Ｄ欄を全て記載してください。 
（出資金を有する法人はＡ・Ｃ・Ｄを記載してください。） 
 

◆ＢとＣを比較して大きい額が均等割の税率区

分の基準となります。 
（出資金を有する法人はＡとＣを比較してください。） 


